上牧町の改革と市制の実現をめざして　　　　 　　第２２号　２０００年１０月
 eq \o\ad(堀内英樹,　　　　　　　)
 eq \o\ad(を支持する会,　　　　　　　)
９月決算議会のポイント

９月定例議会は、7日から21日までの15日間の会期で開かれました。

11年度一般会計ほかの決算、12年度補正予算、総合保健福祉センター

設置条例などの審議が行われました。私は、一般質問、総務委員会、

決算特別委員会で質疑に立ちました。（主な質疑は2、５、６頁に掲載）

☆町の地方債残高（今年度末見込み）が、170億円に
　◆11年度一般会計決算は、いちだんときびしい内容になりました。

　　地方債残高（12年３月末）が143億3,600万円、公債費比率が19.7%と

　　なり、借金への依存がさらに強くなりました。

· 今年度の地方債残高についても質問したところ、年度末（13年3月末）で

170億円になる見込みと、説明がありました。住民一人あたり68.8万円、

一世帯あたり197.5万円になります。どう返済して行けばよろしいのか？

　◆総合保健福祉センター建設、小集落地区改良事業、上小大規模改造工事など、

　　町が取り組む事業に使った借金ですが、財政運営のうえではもう限界です。

　　今後の財政改革について、提案も含め一般質問でも取り上げました。（2頁）

☆65歳以上の介護保険料（半額）、徴収始まる
· 65歳以上（第１号被保険者）保険料の徴収（半額）が、いよいよ10月から開始

されます。介護保険制度の“ならし運転”に、半年間徴収猶予されてきました。

来年10月からは所定の保険料（全額）が、徴収される予定です。

· 対象となる65歳以上被保険者は、９月14日現在で2,929人です。このうち

年金から天引き（特別徴収）が2,340人、町に直接納入（普通徴収）が589人

です。9月20日付けで、全員に徴収通知書が発送されました。

· 介護保険は大きな制度変更であり、みなさんの理解が行き届いたとは、とても

いえません。保険者である町が“苦情・相談”に、十分な対応を行うように、

あらためて強く要請しました。（町役場・生き活き対策課、電話：76-1001）

· 「障害者計画」策定、推進するように要請

· 「障害者計画」の策定期限は、13年度です。町の取り組みとして今年度中に

　調査を実施し、来年度に策定委員会を設置すると、答弁がありました。（2頁）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議会議員　 eq \o\ad(堀内英樹,　　　　　　)
　　呼びかけ：上牧町情報公開、始まる！（５・６頁に特集あり）

一般質問しました

　　　（内容を整理し、問答形式でお伝えします）

⑴障害者計画、地域福祉計画について

障害者福祉が、高齢者福祉と同じく、行政による“措置”から

利用者による“選択”へと、大きく変わろうとしています。上牧町在住の

障害者は、680人（手帳所持者、身体障害者：603人、知的障害者：53人、

精神障害者： 24人）にのぼります。住民36人に１人の割合になります。

問 遅れている上牧町「障害者計画」策定への取り組みは⋯

答 今年度、150万円の調査費を組んでおり、障害者のアンケート調査を行う。

問 障害者は、それぞれに障害を持ち、欲求も様々である。あわせて家族・施設・

　 ボランティアなどの意見を聞くことも欠かせないが⋯

答 よく理解した。アンケート調査で十分検討する。

問 障害者が地域社会のなかで、主体性と選択性を尊重され、自立と社会活動へ

　 の参画をはかるには、地域で支え合うことが何よりも大切であるが⋯

答 指摘の点は当然のことであり、来年度の計画策定で留意する。

問 社会福祉事業法が改正（社会福祉法に改称）され、「地域福祉計画」の策定

   が引き続いて求められているが⋯

答 重要な計画である。県でモデル地区を設けるなど、こんごの取り組みになる。

問 「地域福祉計画」の策定には、当事者と住民の意見反映が必要だが⋯

答 住民参加については、十分に検討する。

⑵町財政の現状と財政改革について

町の財政状況は明らかに“赤信号”であると指摘しました。11年度の財政は

硬直化が進んでいるうえに、12、13年度ではまだ少し悪くなる（経常収支

比率：86.7%→91%、公債費比率：19.7%→22%）との説明がありました。

問 税収が減収となる一方、財政支出が確実に増える。財政悪化要因があるが⋯

　答 見通しは厳しく、全く同感である。

　問 杉田町長就任以来、地方債残高が126億円から170億円に増大したが⋯

答 福祉センター、小集落（13年度終了）、小学校老朽化対策など、住民要望の

　 重点施策を進めた結果である。地方分権に見合った財源の確保にも努めたい。

問 「行政改革大綱」に加えて、「財政改革計画」を立ててはどうか⋯

  （松戸市の「財政改革計画」─ 財政危機突破プラン ─ を例示して）

答 検討し、策定したい。

問 町の会計制度は、単式簿記で家計簿と同じ。企業会計を導入して、行政サー

　 ビス費用・効果の把握につながる「貸借対照表」を作成しては⋯

答 ３月に自治省から作成要領が届いた。今後検討する。

委員会審議、あれこれ ⑴

♢いま、政治（家）と金、“選挙”のあり方が、あらためて問い直されています。

　中尾元建設大臣、山本元代議士、天野大阪市議会元議長など数え切れません。

　こうした政治腐敗は、むしろ地方の方がもっと根深いものがあります。

♢この臨時国会に、あっせん利得罪法案が提出されています。対象範囲を国会

　議員だけでなく、自治体首長や地方議員にまで拡大する内容になっています。

♢私たちは、政治（家）と金との“腐れ縁”を断つため、“金のかけない選挙”を

　実行してきました。あっせん利得罪法案には大賛成であり、対象範囲や罰則

　規定など、抜け道のない内容にした方が、より効果的ではないでしょうか。

♢委員会審議では、政治（家）と金の“腐れ縁”、その根底にある“選挙”に関連

　する質疑と問題提起を行いました。

☆政治家の寄付行為は、禁止されている ─ 決算特別委員会審議 ─
　◆11年度一般会計決算で、町長交際費として444万500円が報告されました。

　このうち、祝儀が61件・234.9万円、香料が109件・119万円が含まれて

　　います。

· 費目は、町長交際費となっていますが、実体は、上牧町の交際費です。

町長は、町を代表して執行するだけです。祝儀は、各種団体の総会や研修会

などへの来賓出席の費用、香料は、町民の葬儀に各１万円ずつ供えられます。

差出人は、「上牧町長 杉田重雄」であると、説明がありました。

· 私は、この差出人では公職選挙法で禁止されている“政治家の寄付行為”に

あたるのではないかと、指摘しました。

町選挙管理委員会事務局の見解は、その恐れがあるとの説明でした。秘書

課長から、事実関係などよく調べて対応するとの答弁がありました。

· 政治家（町長、議員、候補者、候補予定者など）は、公職選挙法（平成２年

に一部改正）では「選挙区内の者（個人・団体を問わず）に対して寄付する

ことは、いかなる名義によるものであっても禁止する」と明記されています。

· したがって、上牧町として祝儀や香料を支出するのであれば、町長名でなく

「上牧町」とするように提案しました。

　◆このほか、祭りや行事に同僚議員名、議員の関係企業名、匿名での寄付を見

受けます。これも明らかに“政治家の寄付行為”にあたります。

逆に、有権者からの政治家に対する寄付の勧誘や要求も禁止されています。

（おことわり） 私も町民の葬儀や通夜に会葬させて

　　いただくことがあります。どなた様にも香料は、

　　遠慮申し上げています。寄付行為禁止の趣旨から、

　　弔意と記帳だけにさせていただいております。
　　　どうぞご理解ください。

　　呼びかけ：決まり守って、公正な選挙の実現を！
委員会審議、あれこれ ⑵

☆事前運動は、公職選挙法違反  ─ 総務委員会審議 ─
今年の老人ふれあい旅行が、５月16〜18日に２班に分かれて、

淡路花博と有馬温泉一泊で行われ、435人が参加されました。公費負担は当初

予算で1,600万円でしたが、人数・実費精算の結果、今回補正予算で259万円

減額、結果として1,341万円（個人負担：一人１万３千円）となりました。

ところで、有馬温泉での会食の席で、町シルバークラブ連合会のある役員から、

「来年、町長選挙がある。杉田町長をよろしく」との趣旨のあいさつがあった

との、苦情が寄せられました。事実関係はともかく、参加者（一部）が首を

かしげたのは確かなようです。そこで“事前運動”について、質問しました。

問 選挙を特定して、候補予定者の名をあげて、有権者によろしくといえば、

　 公職選挙法に規定されている“事前運動”にあたるのではないのか。

答 それが事実だとすれば、公職選挙法で禁止されている“事前運動”にあたる。

　　 選挙運動は、立候補届から投票日の前日までの間にだけ許されている。

問 老人ふれあい旅行は、老人保健福祉計画の「生きがいづくり」に位置づけ

　 られている。とやかくいわれない運営が望まれるが、どうか。

答 今後、老人ふれあい旅行の目的に添った適正な運営に努めたい。

★ 議会の動き ─ 委員会室がガラリと変わった ─
♢9月定例議会から、議会委員会室に放送・録音装置が設けられました。

　委員会の模様が、後ろの傍聴席でもよく聞き取れるようになりました。

♢常任委員会（総務、文教厚生、産業建設）と特別委員会（決算、総合保健

　福祉センター建設ほか）については、同時にテープ録音されています。

　　後日、これをもとに本会議と同じく、議事録が作成されることになりました。

♢本会議の議事録は、いつでも公開されています。新しく作成される委員会

議事録の公開は、準備中の「議会の情報公開」とあわせて検討されています。

	　 9月議会の報告をお届けしました。

　　　「活動報告」の“出前”をさらに拡げます。

　　　例えお一人でも、日時をご相談し、お伺いします。

　　　介護保険など、何でもけっこうです。ご連絡ください。

　    電　　 話     eq \o\ad(32-0022,　　　　　)
　　  ファックス     eq \o\ad(33-2258,　　　　　)　　　議会議員　堀　内　英　樹
　　  電子メール     eq \o\ad(horiuti@lint.ne.jp,　　　　　　　　　　)　  上牧町桜ヶ丘１-18-１


　　おことわり：古紙１００％の再生紙を使っております。少し読みづらいですが、ご理解ください。

特集・町の情報公開、始まる⑴

10月から、上牧町の“情報公開”がいよいよ始まりました。これまでは役場の

裁量による情報提供でした。こんど、条例で制度化され、町が持っている情報

の公開が義務づけられたわけです。この優れた道具の使い方によっては、町役

場を町民のためのサービス機関へと、さらに前進させることができます。

☆知る権利は、町民のもの

◆町役場は、私たち町民の暮らしをよくするために仕事をするところです。

　そのために、色んな情報を集めています。

　　①今、どういう状況なのか、どういう経過でそうなったのか。

　　②どんな計画なのか、いつ決定されたのか。

　　③どんな調査をしているのか、その結果はどうなのか。

　　④安全性はだいじょうぶか、どういう対応をしたのか。

　　⑤きちんと事実が町民に知らされているのか。

◆どんなことでもいいのですが、「いったいどうなっているのかな」「知りたい

　な」と思ったら、めんどうがらずにまず役場にでかけましょう。

☆知りたい文書は、どこに

◆情報公開の「総合窓口」が、総務課に設けられました。町役場正面の階段を

　２階に上がって、通路を左に折れ、北側すぐです。

◆私たちは、知りたい情報が載っている「文書の正式名称」を知りません。

　　知らなくてもだいじょうぶ、「あなが疑問に思っていること、分からないこと、

　　知りたいこと」などを話してください。

· 「総合窓口」では、その用件に見合った担当課へ連絡し、担当の職員が窓口

　に来てくれます。「どんな書類を見れば分かるのか」よく話し合いましょう。

☆申し込みは、どうするのか
· 情報の特定ができると、いよいよ公開請求です。備え付けの「公文書開示

　請求書」に住所、氏名、電話番号が必要です。印鑑は要りません。

　◆ついで「請求する公文書の件名または知りたいと思う事項をできるだけ具体

的に書いてください」の欄です。文書が特定できなくても請求できます。

· 「請求の目的」の欄があります。「◯◯◯◯の

活動に関心があるため」と例示していますが、

「知りたい」「知る権利の行使」でも

かまいません。

· 「請求者の区分」は、町内に住所を

有する者など５項目から選んで、

◯印を付けます。住民票などの

証明は、不要です。

特集・町の情報公開、始まる⑵
☆公開の対象となるのは、どんな機関か
· 情報公開条例では、つぎの実施機関が対象となっています。

　　①町長（町長だけでなく、役場の事務・事業のほとんどが対象になります）

　　②教育委員会（町立の小中学校・幼稚園、公民館、体育施設も含まれます）

　　③選挙管理委員会（選挙に関する事務が広く含まれます）

　　④監査委員（町の決算、会計処理、事業について、監査を行います）

　　⑤農業委員会（農地の利用調整などを行う独立した委員会です）

　　⑥固定資産評価審査委員会（固定資産税についての不服審査にあたります）

　　⑦水道事業管理者（公営企業として、上水道の事務・事業にあたります）

· このほか町の関係機関として、町議会、土地開発公社、社会福祉協議会など

　がありますが、このうち、町議会は情報公開の準備が進められています。

土地開発公社、社会福祉協議会は、別法人として独自に検討されます。

☆非公開になった場合、どうすればよいか
· 条例第１条に「町民の知る権利を尊重し」とあるのは、公文書を“原則公開”

するとの宣言です。“非開示”は、あくまで例外扱いです。

· 請求書の受付が行われると、15日以内に開示するか、非開示とするか決定し、

請求者に文書で通知されます。

· 個人が識別される情報などの理由で、開示されない場合があります。それも、

全面非開示となる場合と一部非開示（部分開示）に分かれます。

· 請求文書の開示が認められず、その決定に不服がある場合は「不服申し立て」

ができます。「情報公開審査会」にはかられ、あらためて決定をし直します。

· それでも決定に納得がいかなければ、地方裁判所に「非公開決定を取り消し

てください」と訴えることができます。普通の市民が自分で訴え、わずかな

費用で奈良県などに勝訴した例があります。

★情報公開、「なんでもご相談」
· 全国市町村の42.4％（12年４月１日現在、自治省調べ）が条例を制定し、国の情報公開法も
13年４月から施行されます。

· 情報公開の対象は、実に幅が広く、全国で多くの事例が残されています。
また、行政裁判の判例なども大切な資料です。

· そこで、情報公開について「何でもご相談」できる体勢を作ります。法律の専門家や
市民団体などとも連携して、皆さんからの質問や相談にお応えします。
ご連絡は、堀 内 まで

　　お知らせ：広報「かんまき」１０月号にも、情報公開の特集が掲載されています。
1
1

